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とっとり自然保育認証制度による園の認証について 
 

令和５年２月１５日 
子 育 て 王 国 課 

 

本県の豊かな自然を活用し、自然体験活動を行う保育所や幼稚園等の施設を認証する「とっとり自然保育

認証制度」により、１月２６日付けで新たに４園を認証しましたので報告します。 

 

１ 新規認証園  

 〇大山保育所（大山町・公立保育所）    ＜特色＞大山の自然を生かした山登り活動 

 〇福生保育園（米子市・私立保育所）    ＜特色＞地元の方から借りた畑での野菜収穫 

 〇良善幼稚園（米子市・私立幼稚園）    ＜特色＞地域の高齢者の会と一緒に徒歩遠足、野鳥観察 

〇美哉幼稚園（境港市・私立認定こども園） ＜特色＞漁港の見学、境港で水揚げされた魚やカニの観察 

 

２ とっとり自然保育認証制度の概要 

（１）目的 

県がめざす幼児の姿「遊びきる子ども」の育成に向けて、子どもたちの「体力の向上」「感性」「探究

心」「集中力」「自ら考える力」などを育成する場の一つとして、豊かな自然を活用し、自然体験活動を

行う保育所や幼稚園等の施設を認証し、その活動を支援することにより、子どもたちの健全育成を図る。 

（２）主な認証基準 

実施者 県内の保育所、幼稚園、認定こども園及び届出保育施設の運営団体 

活動計画 ・園の活動方針・指導計画等に自然体験活動に関する事項を取り入れ、計画的に実施 

・屋外の活動する場所は複数確保し、園外に最低１箇所確保 

活動時間 ３歳以上児に係る自然体験活動の時間が、園あたり平均して週６時間以上 

活動内容 県内での自然体験活動（森の中の散策、生き物観察、農業体験等） 

活動時の 

職員体制 

自然体験活動を行う場合は、子どもの人数にかかわらず保育者は最低２人以上 

質の担保 ・県等が実施する自然体験活動に関する研修の受講 

・自然体験活動に関する内部研修の実施 

安全対策 ・県等が実施する安全対策研修の受講 

・安全対策マニュアルを作成し、かつ、保育者と保護者に周知 

・避難又は危険回避ができる措置、けがや事故への迅速な体制の確保 

（３）活動費の補助（自然に学び、遊びきれ、とりっこ事業補助金） 

認証された園が行う自然体験活動に必要な経費を補助（補助率１/３、１施設当たり200千円上限） 

＜主な活用例＞菜園活動の苗や種、図鑑及び救急道具の購入、施設利用料 など 

（４）認証園一覧（令和５年１月末時点：全３９園） 

市町村 認証園数 内訳 

鳥取市 １４ 
保育所７（公設民営:２ 私立:５）、幼稚園４（国立:１ 私立:３）、 

認定こども園３（私立） 

倉吉市 ８ 保育所４（私立）、認定こども園３（私立）、届出保育事業所１ 

三朝町 ２ 保育所２（公立:１ 公設民営:１） 

琴浦町 １ 認定こども園１（私立） 

米子市 １２ 保育所４（私立）、幼稚園２（私立）、認定こども園４（私立）、届出保育事業所２ 

大山町 １ 保育所１（公立） 

境港市 １ 認定こども園１（私立） 

合計 ３９ 
保育所１８（公立:２ 公設民営:３ 私立:１３）、 

幼稚園６（国立:１ 私立:５）、認定こども園１２（私立）、届出保育事業所３ 

 

（５）認証基準適合状況の確認について 

認証園については５年に１度、認証基準に適合しているか確認を行う必要があり、本年度は平成２９

年度に認証した１８園について、認証基準に適合していることを確認した。 
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 令和４年度第２回新生公立鳥取環境大学運営協議会の開催結果について                     

                                                              令和５年２月１５日 
                                        総合教育推進課 

令和４年度第２回新生公立鳥取環境大学運営協議会を、以下のとおり開催しましたので報告します。 

１ 日 時 令和５年２月６日（月）１５：５５～１６：２０(オンライン実施) 

２ 出席者  〔新生公立鳥取環境大学運営協議会〕 
（会長）平井知事（副会長）深澤鳥取市長 他委員２名 

〔公立大学法人公立鳥取環境大学〕 
江﨑理事長兼学長 西山副理事長 小林理事兼副学長 田中理事兼事務局長  

３ 協議事項 
（１）令和５年度公立鳥取環境大学運営費交付金等について 

地方独立行政法人法に基づき、設立団体が交付する交付金等の予定額について承認された。 

項  目 R5予算額 R4予算額 差額 内   容 
① 運営費交付金 929,872 876,998 52,874  
 通常分 827,962 827,962 0 標準的支出見込－標準的収入見込額 

特別分(光熱費) 69,400 0 69,400 光熱費の高騰に対応した臨時的な支援 
特別分(退職金等) 32,510 49,036 △16,526 ３名分 ［Ｒ４年度：４名分］ 

② 大規模修繕費補助金 97,412 119,990 △22,578 講義室系統空調機器更新、講義室ＬＥＤ化等 
③ 授業料等減免費交付金 81,838 70,360 11,478 国の就学支援新制度に対応したもの 

合 計（①＋②＋③） 1,109,122 1,067,348 41,774  

（２）令和５年度新生公立鳥取環境大学運営協議会事業計画及び予算について 
新生公立鳥取環境大学運営協議会規約に基づき、協議会の事務の管理及び執行に関する事業計画及び予

算について承認された。 

４ 報告事項 
（１）第３期（令和６～11年度）公立大学法人公立鳥取環境大学中期目標について 

公立鳥取環境大学の第２期中期目標（平成30～令和５年度）の期間が令和５年度末で終了することから、
第２期中期目標期間に係る業務実績見込み評価を踏まえた、第３期中期目標の策定の視点、スケジュール
等について報告した。 
［策定の視点］ 
 ① 公立鳥取環境大学としての特色の明確化 

        「環境」をテーマにした強みの明確化（ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル推進など） 
        小規模な大学の良さの発揮（学部横断的・柔軟な教育プログラムなど） 
      ② 変化しつづける社会への的確な対応 
        将来を見据えた取組検討（社会人リカレント、大学院の在り方など） 
        社会の変化に対応した教育環境の創出（ＤＸ、多様性など） 
      ③ 鳥取の未来への貢献 
        地域社会との連携（地域課題の解決・発展に資する研究推進など） 
        地域に貢献する人材の輩出（学生の県内就職促進、地域ニーズに即した人材育成など） 

［スケジュール］令和５年２月～ 経済界、教育界、大学などへの意見聴取、素案作成 
             ５月  評価委員会へ中期目標（素案）報告、意見聴取 
            ８月  運営協議会による中期目標（案）決定の後、９月議会へ提案 

（２）公立鳥取環境大学大学院環境経営研究科と鳥取大学大学院連合農学研究科との連携について 
大学院の充実を図るため、環境大学大学院（修士課程）を修了した学生が、鳥取大学大学院連合農学研

究科の学生として、環境大学教員の下、環境大学を拠点として博士課程で学ぶ、鳥取大学と連携した取組
の実施ついて報告した（連携協定締結予定日：令和５年３月末）。 

（３）公立鳥取環境大学の近況について 
令和５年度入試の総合・学校推薦型選抜が終了し、ここ３年で特別選抜の志願者数が一番多くなる等、

順調に進んでいることの他、令和４年度就職活動状況等について報告した。 

５ 主な意見等 
・設備更新を機に、講義室のＬＥＤ化等に取り組まれるが、光熱費高騰や脱炭素が注目される中、大学の安
定的な経営も視野に、環境大学らしいエネルギーの効率化に関する改革等、長期的な視点での検討をして
欲しい。 

・ＳＤＧｓ・脱炭素など社会的な関心が高まる中で、公立鳥取環境大学の果たすべき役割は、国内や世界 
でも重要視されてくるべきものであり、大学の様々な学術研究活動・人材育成に大いに期待する。 

  ・令和５年度は第２期中期目標期間の最終年度であり、第３期中期目標を策定する年でもある大変重要な 
年であり、大学の堅実な運営と併せ、教育の充実にも取り組んでいただきたい。 

（単位：千円） 
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令和４年度第３回鳥取県総合教育会議の開催結果について 
 

令 和 ５ 年 ２ 月 １ ５ 日 
総 合 教 育 推 進 課 
教 育 総 務 課 

 令和４年度第３回の鳥取県総合教育会議を開催しましたので、その概要を報告します。 
 
１ 日時・場所 

（１）日 時  令和５年２月８日（水） 午前10時から11時30分まで 

（２）場 所  鳥取県庁 第３応接室等 オンライン会議により実施 
 
２ 出席者 知事、有識者委員、教育委員会（教育長、教育委員） 

  <有識者委員> 
氏名 所属 氏名 所属 

石原 太一 進路指導塾ドリームラーナーズ 代表    福壽みどり 前 鳥取県PTA協議会会長 

大羽 沢子 
鳥取大学医学附属病院ワークライフバラ
ンス支援センター 特任助教 

堀江  愛 
伯耆町教育委員会・大山町教育委員会 
スクールソーシャルワーカー 

永見  真 
学校法人翔英学園 米子北斗中学校・高
等学校 校長 

馬渕 牧子 Fitness Ja-んぐる 専属トレーナー 

３ 概 要 
（１）意見交換のテーマ 

 ①『鳥取県の「教育に関する大綱」』の改定素案について   資料  

  ＜次期教育の大綱＞ 

   対象期間：令和５年度から８年度（４年間） 
   構  成：第一編（中期的な取組方針）、第二編（令和５年度の重点取組施策、数値目標） 
   取組方針：①主体的に学び持続可能な社会の創り手を育む学校教育の推進 
        ②社会全体で子どもを育み地域や家庭で学び合うふるさとキャリア教育の推進 
        ③誰一人取り残さず、すべての人の可能性を引き出す学びの環境づくり 
        ④一人一人に寄り添い多様なニーズに対応した特別支援教育の充実 
        ⑤健やかな心と体の育成、スポーツ・文化芸術の振興 

 ② 令和４年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査及び鳥取県体力・運動能力調査の結果について 
 （概要） 
 ・小学５年生（男女）、中学２年生（男女）とも体力合計点が全国平均値を上回った。 

  ・質問紙から、朝食は「毎日食べる」と回答した児童生徒の割合は小５、中２の男女とも減少傾向にあり、「食
べない日もある」「食べない日が多い」「食べない」と回答した者の割合は増加傾向にある。 

 
（２）主な意見 

① 『鳥取県の「教育に関する大綱」』の改定素案について 
 ア 学力向上 

・県独自の学力・学習状況調査から、子ども一人一人の学力の伸びや学力を支える力を継続的に把握し指導対
応するための個人カルテが作成されるが、小・中学校間までではなく、高校に進学しても有用な情報が引き
継がれ、活用できる仕組みができると有効であり、ご検討いただきたい。 

・県独自の学力・学習状況調査から得られたデータを現場で有効に活用できるよう、数値の増減を精査し、ど
ういった意味があるのか専門家を加えて解析できる体制づくりが必要。 

・社会が大きく変化しニーズががらりと変わっていく中で、社会人もリスキリングが話題になっているが、求
めに応じて学び続けていく、「学び続ける力」を身に着けることについても議論が必要。 

・本県の子どもたちの学力を伸ばしていけるよう、公立私立の枠を越えて、授業改善や教員の指導力向上のた
め連携していくことが必要。 

・教育を担いたいと考える若者の減少は、教育の危機にも通じる。教員の確保が難しくなっている中で、採用、

研修、子どもの指導に専念できる環境づくり・働き方改革が一連の流れとして取り組まれることが重要。 

 
イ 安心な学びの環境づくり、自己有用感の育成 
・先進的な少人数学級の推進により環境が充実していっているが、次の段階として、新任教員が経験を積んだ
教員と組んでクラス担任をしたり、複数の教員が異なる視点でクラスにかかわることで、子どもも適応の可
能性が高くなるなどメリットが広がり、教員の働き方や専門性の向上にも繋がると思料する。 

・他県のテストでは、子どもたちが連続して間違う箇所について、なぜ間違うのか、どこでつまずいたのかポ
イントを探っていくものもある。こうした解析が学習に対する無力感への対策として重要。 

・学級の中で不適応を起こし、不安を感じている子どもが増加傾向にある。自信が持てず、友達や先生との良好な
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関係が築けず孤立してしまうことのないよう、スクールカウンセラーと連携し、自己肯定感や自己有用感を育む
ような学びの場、心の教育を充実していかなければならない。 

・中学校卒業者や高校中途退学者等で、進学や就労していない者の居場所として教育支援センターなどがある

が、関係機関が連携し継続した働きかけ、声かけを実施して欲しい。 

 
ウ 特別支援教育の充実 
・多様性への対応が重要になってくるが、通常の学級の中に特別な支援を必要とする子どもが多くなっており、

本人の自己理解を進めながら、子どもが個性を認めともに生きるという気持ちが持てるよう、小さい時から

関わりの場を設定していく校内支援体制の確立と、コーディネーターのスキル向上が求められる。 
・中学から高校に進学した際の、支援を必要とする生徒の引き継ぎを丁寧にすることや、高等学校の特別支援
教育コーディネーターの配置が大切になる。根底に特別支援教育に対する教職員の理解や熱意があり、校内

体制が整っていくので、研修を計画的に続けて欲しい。 
・発達障がいのある子どもの高校進学においては、受け入れ側の学校において、どういう配慮や支援が必要か
検討していく必要があり、校内支援体制確立や通級指導体制の充実が必要。 

・障がいのある子どもの支援と保護者支援とは両輪であるという考えの中で、保護者支援をどうあるべきか考

えていく必要があり、相談支援においては、教育面と生活面の両面から支援していくことが望まれる。 

・メタバースなどのICT環境の充実は、特に重度の障がいのある子どものもつ資質を大きく伸ばし展開するので、
非常に有用と言われている。子どもの困り感に対応し、読み書きが難しければ読み上げ機能を活用するというよ

うに学習障がいを補い、子どもの本質のよさを伸ばしていくために、ICT への予算確保や DX に繋がっていくよ
う、段階的に研究がなされることが必要。 

 
 エ スポーツ振興など 

・トップアスリートの発掘、育成に当たり、プロのアスリート、トップアスリートと直接関わる機会が持てる

ことは、今後の部活動の幅を広げたり、アスリート育成に繋がる。子どもはもちろん、指導者においても指
導力、スキルを吸収する機会をもっていただきたい。 

・教育大綱が現場の先生たちに共有され、子どもたちにしっかり届いていくことが重要。 

・この3年間コロナ禍で、「知る機会」が激減したが、保護者も企業も、「今、子どもたちがどう学び、どう進
化しているか」を知り、繋がる機会が必要だと感じている。 

 

 ② 令和４年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査及び鳥取県体力・運動能力調査の結果について 
・体力テストの結果が向上したことは喜ばしく、引き続き、ワンミニッツ・エクササイズの普及を図るなど、

体力向上を推進していただきたい。 
・朝食を摂らない子どもが多い実態があり、大人も同様だが、健康づくりの三本柱である、「食事・運動・睡
眠」のバランスがとれて初めて、生活習慣の確立、健やかな心と体の育成に繋がる。家庭の協力が不可欠で

あり、家庭を巻き込みながら進めていく必要がある。 
 
 
（３）知事総括 

・学力状況調査などのデータの解析やその活用の在り方といったご意見や、多様性、特に障がいのある子ども
たちが順次進学し、通級指導が一般化してくる中で、時勢としても重度の心身障がい児が共に学ぶこともあ

り、現場としてもよく考えた上で教育を展開すべきとのご意見があり、多様な子どもたちがすくすくと育っ
ていけるような教育の現場作りなどについて、これからの教育行政に活かしていただけるように、教育委員
会と調整をさせていただきたい。 

・いよいよ国際バカロレア教育もはじまり、夜間中学というものも見えてきて、一つ一つ展開が図られるとこ
ろになってきた。これからも、高度な見識、或いはいろいろな専門的な知見、また現場の声をぜひ教育の方
に注入していただきたい。 

 
 

４ 今後の予定 
次期『鳥取県の「教育に関する大綱」』について、今回の会議での意見等を踏まえ、次回の総合教育会議（令和５

年６月開催予定）で最終案を提示し、７月を目途に策定する予定である。 
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はじめに 

本県では、「教育振興協約」を締結（平成24年３月）し、知事と教育委員会とが連携し

た取組をスタートさせるとともに、知事、教育委員会、民間委員による「教育協働会議」

を設置のうえ、ＰＤＣＡサイクルを回しながら、教育行政に民意を反映させた本県独自の

教育改革を進めてきました。平成27年度から各地方公共団体の長には、教育、学術及び文

化の振興に関する総合的な施策について、その目標（めざす姿）や施策の根本となる方針

を明らかにするための「教育に関する大綱」（以下、「大綱」という。）の策定が求めら

れることになりましたが、先行的に取り組んできた「教育振興協約」を継承していく認識

のもと、「鳥取県教育振興基本計画」を基本として、本県教育の中期的な取組方針や毎年

度の重点的な取組施策、指標を定めた鳥取県の大綱を策定し、毎年度施策の推進を図って

きました。 

  令和５年４月、子ども基本法が施行され、国が強力なリーダーシップを発揮し、誰

一人取り残さない、全ての子どもの健やかな成長を社会全体で後押しする社会を実現し、こ

どもの権利を保障し、こどもの視点に立った切れ目のない取組の展開が期待されています。    

こうした中、地方における人口減少、少子・高齢化や、グローバル化の進展、地域社会の

教育力の低下など社会状況の変化をはじめ、学力の伸び悩み、困難な環境にある子どもた

ちへの対応など、本県教育の現状や課題等を踏まえ、大綱の改定を行いました。 

子どもたち一人一人が自分の良さや可能性を認識するとともに、他者を価値のある存

在として尊重し、社会の在り方が劇的に変化する中でも、多様な人々と協働しながら

様々な社会の変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となる

ことができるよう、知事部局、教育委員会、学校現場及び地域が一丸となって、鳥取県

の子どもたちの未来のための教育施策を効果的かつ着実に進めていきます。 
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１ 主体的に学び持続可能な社会の創り手を育む学校教育の推進 
 
 Society5.0 時代の到来など、社会の在り方が劇的な変化を遂げようとする中、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大により、社会の変化が加速度を増し、予測困難な

時代になってきています。こうした時代の中で、様々な社会的変化を乗り越え、社会

における新たな価値の創造を牽引できる持続可能な社会の創り手を育む必要があり

ます。 

全国学力・学習状況調査の結果によると、平成29年度以降、複数の教科で全国平均を下回

っており、子どもたちの知識・技能の確実な習得及びそれを活用する力や自分の考えを表現

する力等が課題となっています。誰一人取り残さず、すべての子どもの可能性を引き出す学

びを日常の教育活動に取り入れることは、一人一人の心を満たし、豊かな心を育むことにも

つながります。 

このため、全国に先行して少人数学級の取組を推進し、鳥取県独自のとっとり学力・学習

状況調査を通じて、児童生徒一人一人の学力や学力を支える力の伸びを把握し、わかる・伸

びるに着目した連続性のある個に寄り添った学力向上対策に取り組みます。また、学び続

ける教員への支援、授業力・指導力向上、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け

た授業改善のさらなる推進、カリキュラム・マネジメントの確立による学校教育の改善・

充実など、確かな学力の定着や学ぶ意欲を高めるための取組を学校組織が一体となって進め

ていきます。 

さらに、ＤＸ※1の加速化、ＳＤＧｓ※2の達成、カーボンニュートラルの実現など、困

難かつ社会的な影響の大きい課題や、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機と

した学びの変容を発展させ深化していくためにも、教育ＤＸ、「ＧＩＧＡスクール構

想※3」のさらなる充実、情報・データサイエンス、グローバル化に対応する英語教育、

海外留学の推進、国際バカロレア教育を始めとした探究的な学びを展開し、デジタル

やグリーン等の成長分野の人財を育成するなど、未来を担う子どもたちの能力を育む

学校教育の充実を図ります。 

また、少子化の進行により、特に中山間地域の県立高等学校では、定員を充足しない

現実もある中、持続可能な地域づくりにつながる地域と連携した県立高等学校の在り

方について、抜本的な検討を行うとともに、すべての高等学校が学校改革を進め、生徒や

保護者、地域等のニーズに応える魅力ある学校づくりに取り組み、併せて県外からの生

徒の受け入れを積極的に推進します。 

                                            
※１ 「ＤＸ」は、Digital Transformationの略。 
※２ 「ＳＤＧｓ」とは、平成27年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載されている2030年を期限とする開発目

標のこと。 
※３ 「ＧＩＧＡスクール構想」（ＧＩＧＡはGlobal and Innovation Gateway for Allの略）とは、児童生徒向けの１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワ

ークを一体的に整備し、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化された創造性を育む教育を、全国の学校現場で持続的に実現させる構

想。小中学校では令和３年度から一人一台端末の導入が開始され、県立学校でも令和４年度より学年進行で順次導入が開始されている。今後は、学校現場の日

常的なＩＣＴ利活用に向けた支援、トラブル対応や自治体間、学校間の利用格差などが課題。 

 

第一編 令和５年度から令和８年度までの中期的な取組方針 
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２ 社会全体で子どもを育み地域や家庭で学び合うふるさと 

キャリア教育の推進 
 

世帯構造の変化やライフスタイルの多様化が進み、家庭を取り巻く環境の変化、地域

のつながりの希薄化、地域活動の担い手の固定化・高齢化によって、地域社会の教育力

の低下が課題となっており、地域で子どもを育むことの重要性が改めて見直されていま

す。 

また、社会や地域への関心が低い子どもたちも増えており、持続可能で活力ある社会

をつくるためには、地域と連携・協働し、「ふるさと鳥取」を支える「人財」の育成

が急務となっています。 

このため、自然、歴史文化、人物など地域の良さを学び、郷土への愛着と誇りを醸

成する学習を幼児期・小・中・高一貫して体系的に行うとともに、総合的な学習や校

外等での学習などの機会も捉えながら、地域資源（自然、施設、人財等）を生かした

体験・探究活動を通して、「生きる力」を身に付け、子どもたちが生まれ育った地域で、将

来にわたり「ふるさと鳥取」を思い、様々な場面で「ふるさと鳥取」を支えようとする意欲

を養う「ふるさとキャリア教育」を推進していきます。 

さらに、子どもたちが異学年の子どもや多様な世代の地域の大人たちと関わり、地

域社会の温かい見守りや励ましを通じて自分のよさや可能性を認識し、成長していけ

るよう、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進を加速し周知を図

るとともに、子育ての悩みや不安を抱えた保護者への家庭教育に関する学習機会の提

供や相談支援体制の整備などにより家庭教育の充実を図ります。加えて、地域学校協

働活動の推進メンバーともなるＰＴＡ、子ども会など社会教育団体相互のつながりづ

くりや持続的に地域コミュニティを支える人財の育成を進めるとともに、図書館・博

物館などの社会教育施設の機能充実も含めた生涯学習環境の拡充などにより、地域社

会全体の教育力を高めていきます。 

また、地域ニーズに対応できる人財の育成を目指して、地域の魅力ある企業等を知

り、直接経営者から学びとる機会の提供や企業等と連携した職場体験、インターンシ

ップなどの充実や、本県出身の学生に県内の魅力ある企業情報を確実に届ける取組な

どを進めます。 
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３ 誰一人取り残さず、すべての人の可能性を引き出す学びの環境づくり 
 

教育現場では、いじめや不登校、支援が必要な児童生徒や外国人児童生徒等が増加

傾向にあり、特別な配慮を必要とする児童生徒への継続した対応が課題となっていま

す。 

子どもたち一人一人に寄り添ったきめ細かな指導の充実による学力・学習意欲の向

上や、安全・安心な学習・生活環境づくりを推進するため、国に先んじて市町村と協

働して進めてきた本県独自の少人数学級を令和７年度に向けて段階的に拡充します。 

加えて、政治や選挙に対する関心を高め主体的に社会に参画する力を育成する主権

者教育、成年後に自立した消費者として健全な消費生活を送るための消費者教育の推

進など、社会の一員としての自覚と責任を促します。 

また、不登校が増加傾向にあり、いじめ等の問題行動もある中、発達段階や家庭・

生活環境の変化などの様々な状況に応じた適切な支援が求められていることから、スクー

ルカウンセラー・スクールソーシャルワーカーと連携した実効的な教育相談体制のさ

らなる充実を図り、学校と家庭、地域、関係機関が一丸となって個々の不登校児童生

徒に応じた効果的な支援を行うとともに、子どもの居場所づくり、フリースクールな

ど多様な学びの場・学び直しの機会の充実、外国人児童生徒への教育支援に、総合的

に取り組みます。 

そして、児童虐待やヤングケアラーの学校や地域での早期発見及び関係機関と連携

した早期支援など、地域の絆を活かした孤独・孤立を防ぐ包括的な支援体制づくりを

進めるなど、困難な環境にある子どもたちが、学校や地域、関係機関等の支援を受け

て様々な形で学び、子ども同士や大人との関わりの中で自己肯定感・自己有用感を育

むとともに、子どもたちが多様な個性、価値観を認め、他者に関心を寄せ思いやるこ

とを通じて、安心して学べる環境づくりを推進します。 

さらに、様々な理由により義務教育の機会を十分に得られなかった人に対して、自分ら

しい学びの機会を提供する、県立夜間中学の教育活動を展開します。 

加えて、登下校時の安全確保や感染症対策も含めた学校施設等の安全安心な環境整備を

行うとともに、学校の防災力強化や防災教育の充実、健康教育や情報モラル教育の推

進など、子どもたちの命や安全を守る取組を進めます。 

併せて、教職員が子どもたち一人一人の指導に専念できる環境を整備するため、教

育ＤＸの推進、校務のＩＣＴ化による業務の効率化など、学校現場における働き方改

革を進め、教職員の多忙解消・負担軽減を図るとともに、教職員の健康づくりに主体

的に取り組み、教職員の心身の健康の保持増進を推進します。 
 

 

-10-



 

４ 一人一人に寄り添い多様なニーズに対応した特別支援 

  教育の充実 
 

現在、県内の公立特別支援学校には、約770人の幼児児童生徒が在籍しているほか、

県内の公立小・中学校の特別支援学級や通級指導教室で指導を受けている児童生徒は約

2,800人に上り、特別な教育的支援を必要とする子どもたちは年々増えている状況にありま

す。 

また、障がいのある子どもたちが、その能力や可能性を最大限に伸ばし、輝ける存在と

して社会でいきいきと暮らしていくためには、一人一人のニーズに対応した教育を進めて

いくとともに、幼い頃から障がいに対する理解を深め、共生の心を育む地域づくりを進め

ていくことが重要です。 

このため、障がいの早期発見と相談支援の充実を図り、就学前から高校卒業後まで切れ

目ない教育を推進するとともに、本人・保護者の意見を尊重し、障がいのある子ども一人

一人の状態、本人の教育的ニーズ、保健・福祉、医療等の専門的見地、学校や地域の状況を

踏まえた総合的な観点からの適切な就学先決定、個別の教育支援計画の作成・活用、就労支

援と職場定着に取り組むほか、ＩＣＴ機器等を活用した学習機会の確保や医療的ケア実施

体制のさらなる充実、発達障がいと診断された児童生徒等に対する校内支援体制や通級指

導体制の拡充など、個別の教育的ニーズに的確に応える教育環境づくりを進めます。 

さらに、特別支援学校がその専門性を基盤として、地域の小・中・高等学校等の多岐にわ

たる支援依頼に基づき、児童生徒等の個に応じた適切な助言・援助を行う特別支援教育拠点

としての役割を担えるよう、教育相談や研修機能の充実を図ります。 

加えて、障がい特性と発達に応じた指導を実現するための教職員の専門性向上や、本県か

らスタートした「あいサポート運動」の“障がいを知り共に生きる”理念を子どもたちに伝

え実践につなげるほか、小・中・高等学校等での手話学習の充実に取り組むとともに、県民

へのろう者及び手話への理解・啓発を進めます。 
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５ 健やかな心と体の育成、スポーツ・文化芸術の振興 
 

社会生活の変化や新型コロナウイルス感染症の影響から子どもたちが体を動かす機会が

減少し、意欲の減退が懸念される中で、豊かな心と健やかな体を育む基礎となる運動の機会

充実が一層求められています。 

また、グローバル化に対応し地域に貢献できる豊かな人間性を持った人財の育成に向け、

子どもたちが世界中の優れた文化芸術や、本県の偉大な先人たちが築き上げてきた伝統、歴

史、芸術などに触れて視野を広げ、多様な価値観を身に付け、心を満たし精神の豊かさを高

めることが重要です。 

さらに、スポーツや文化芸術での本県出身選手の世界や全国の舞台での活躍は、子どもた

ちに夢や希望をもたらします。 

このため、子どもたちの基礎的な生活習慣の確立や、幼年期から運動（遊び）が日常的に

定着し習慣化されるよう運動機会の確保・充実を図るとともに、中学校部活動の地域移行に

対応し、地域の実情に応じたスポーツ・文化芸術活動の環境整備、世界の舞台で活躍でき

る可能性を秘めたジュニア競技者の発掘・育成とともに、生涯にわたって健康を保持・

増進し、豊かなスポーツライフの実現に取り組みます。また、障がい者スポーツ拠点による

障がい者スポーツ支援体制を活かした人材育成を推進し、障がいの特性や程度に応じたスポ

ーツを行う機会の確保等の取組を通して、誰もがスポーツを楽しむことができる環境づくり

を進めます。 

加えて、子どもたちが多彩な文化芸術に親しむ環境づくりを進めるとともに、障がいの

有無に関わらず、文化芸術活動を通していきいきと活躍できる場の充実を図るほか、弥生

文化の遺構・遺物を活用した体験活動など、子どもたちが県民の財産である文化財や伝統

文化を学び、接する機会を創出するなど、次世代への継承にも取り組みます。また、県立

美術館を核として、対話型鑑賞プログラムなど「アートを通じた学び」を提供する方法等を

実践的に研究・蓄積する機能「アート・ラーニング・ラボ（Ａ.Ｌ.Ｌ）」を稼働させ、子ど

もたちをはじめ全ての人がアートを身近に感じて、楽しめることを目指し、子どもたちの想

像力や創造性をはじめとした様々な能力向上を図ります。 
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第二編 令和５年度重点取組施策（案） 
 
１ 主体的に学び持続可能な社会の創り手を育む学校教育の推進 

① わかる・伸びるに着目した授業改善の推進 
児童生徒が最も長い時間を過ごし、学びを享受する場である授業において、わかる・伸びるに着

目した授業改革を進めます。思考力、判断力、表現力を一層高めるため、探究的な学び等を通して、
主体的・対話的で深い学びの実現に資する取組を進めるとともに、質の高い授業を提供等するため、
小学校高学年における教科担任制の導入を推進し、教員の授業デザイン力を高め、地域の魅力を生
かした特色ある授業を推進します。 
さらに、子どもたちが身に付けるべき資質・能力を育成するため、地域や地元産業界と連携して

教科等横断的な視点でカリキュラムを組み立て、学校全体で組織的・計画的に指導改善を進めるな
ど、カリキュラム・マネジメントの確立によって、学校における教育活動の質の向上を図ります。 

② 学力向上策の推進 
全国学力・学習状況調査から明らかになった学力課題の解決に向けて策定した「鳥取県学力向上

推進プラン」を踏まえ、戦略的、短期・中長期的な視点から学力向上施策を実施します。 
まず、学力向上の課題解決に向けて、「鳥取県・市町村学力向上推進会議」を設置し、市町村との

連携をより一層強化し、全県一体となった学力向上を推進するとともに、学力向上推進プロジェク
トチーム会議で外部有識者等から提案された助言や提言を参考にしながら取り組みます。 
学力向上施策として、全国学力・学習状況調査に係る専門家を講師とした研修会、授業改善の具

体的な取組を解説した県独自の動画教材による校内研究など、課題である知識や技能等を実生活の
様々な場面で活用する力の向上に焦点化して取り組みます。 
また、市町村と連携し、継続した学校訪問等により、教員の授業力の向上に向けて指導助言を行

うとともに、少人数学級の導入を段階的に進めながら、学校全体で組織的に授業改善に取り組みま
す。 
さらに、鳥取県独自の学力調査である「とっとり学力・学習状況調査」を実施し、児童生徒一人

一人の学力の伸びや学力を支える力を継続的に把握するため分析シートを作成し、わかる・伸びる
に着目した個に寄り添った指導・支援を推進するための授業改善に取り組み、その活用法について、
学校管理職や教職員を対象とした研修会等で広く周知、普及していきます。 
併せて、必要に応じて家庭学習の質の向上に役立つ好事例を示して助言したり、eラーニング教材

の家庭学習での効果的な活用等を指導したりするなど、子どもの学習習慣の定着につながる取組を
進めます。 

③ 幼保小連携・接続や小・中・高等学校における連続性のある教育の推進 
「鳥取県幼児教育振興プログラム（第２次改訂版）」に定める鳥取県が目指す幼児の姿「遊びきる

子ども」の育成に向け、豊かな自然を生かしながら、主体的な遊びを中心とした幼児教育の充実に
取り組むとともに、「幼保小の架け橋プログラム」の取組を通して小学校教育との円滑な接続等を図
ることを目指し、幼保小連携・接続の取組を推進します。 
さらに、幼児教育の推進体制を強化するために設置した「幼児教育センター」において研修の充

実、市町村の体制整備の支援など、幼児教育の充実に取り組むとともに、市町村同士の連携強化を
図り、全県の幼児教育の質の向上を目指します。 
また小・中・高を見通した学習内容の定着と応用力の育成に取り組みます。 

④ 教員の指導力の向上 
教員の大量退職・大量採用の中、教員の資質向上に関する指標及び教員研修計画に基づき、若手

教員の育成やミドルリーダーの育成に取り組むとともに、新たにエキスパート教員を認定し、エキ
スパート教員の授業公開及び授業映像の配信・共有等を通じて、教員が互いに学び、指導力を向上
させる仕組みを構築します。 
加えて、私立中学校・高等学校における教員研修、教育研究等の取組について支援を行います。 

令和５年度予算の状況を踏まえて設定する 
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⑤ Society5.0時代にふさわしいＩＣＴ活用教育の推進 
令和２年度に策定した「鳥取県学校教育情報化推進計画」に基づき、民間企業等と連携しながら

ＩＣＴを活用した「とっとりの学び」を構築し、今後更なる定着に向けて「学びの改革」を推進す
るとともに、児童生徒の健康面への配慮についても留意しながら、一人一台端末の活用による１２
年間の連続した学びの実現を目指します。 
また、「ＧＩＧＡスクール構想」の実現に向けた学びの質的転換に合わせ、発達段階に応じた情報

活用能力を育成するとともに、一人一人のニーズや理解度に応じた個別最適化された学びや、交流
学習や他地域との遠隔授業などの協働的な学び、ＳＴＥＡＭ教育※4などの教科横断的な学びを推進し
ていくため、教員研修や各種研修動画サイトの映像視聴による教員のＩＣＴ活用指導力の向上や小
学校から高等学校までの県下共通の学習ツール活用による一貫した取組、様々なデジタル情報資源
にワンストップでアクセスできる「総合型教育ポータルサイト」のコンテンツ充実、実社会と学校
の教育活動のマッチングの仕組みづくり、個々の学習、生活、健康など各種教育データを活用した
客観的根拠に基づく質の高い教育への取組を進め、鳥取型教育ＤＸの実現を推進します。 
さらに、小学校のプログラミング的思考の視点を取り入れた授業や取組、小・中学校における英

語等のデジタル教科書の活用などをより一層推進するとともに、高等学校においては、機種を指定
した自己所有端末の使用（ＢＹＡＤ※5）により「主体的・対話的で深い学び」を促進します。 
併せて、県内すべての学校における端末活用の日常化や子どもの学びを支えるＧＩＧＡスクール

運営支援センターを拡充し、支援基盤を構築します。 

⑥ 科学・ものづくり教育の推進 
「科学の甲子園ジュニア」等の全国大会への出場権をかけた科学の競技会、「とっとりサイエンス

ワールド」や科学実験教室の開催などにより理数系分野の学習意欲の一層の向上や科学に触れる機
会を提供するととともに、教員の理数教科の指導力の向上に取り組みます。 
また、幼児期からものづくりを体験するなど産学官協働で取り組むものづくり教育や「高校生も

のづくりコンテスト全国大会」等の各種競技会への参加などの実践活動を支援します。 
さらに、児童生徒の創造力やチャレンジ精神、ものづくりへの技術を高めることで、創造する学

びを今後の人生や社会に生かす力と人間性を涵養するため、産学官が連携した知財創造教育を推進
するほか、地域の産業力を高めるため、製造業の現場でＡＩ等のデジタル技術を活用できる人材の
育成を目的に、高校生を対象とした「スーパー工業士」認定制度を新設し、ものづくり産業の人材
育成を進めていきます。 

⑦ グローバル化に対応した英語教育の推進 
児童が英語に慣れ親しみ、生徒の英語による発信力やコミュニケーション能力の強化を図るため、

「小・中・高一貫した学び」を重視した英語教育を推進します。 
小学校英語専科加配教員の活用や外部講師による実践的な指導法研修などの取組により教員の指

導力向上を図るほか、すべての公立中学生と小学６年生（希望者）に外部試験（英検ＩＢＡ）を実
施し、試験結果を分析・活用して、より効果的な指導方法を普及させることで英語を聞く力・読む
力・話す力・書く力の４技能統合型の授業改善を推進し、生徒の英語力の強化を図ります。 
さらに、児童生徒の、異文化の多様性を理解し尊重する姿勢・態度を育成し、主体的に英語によ

るコミュニケーションを図る態度や能力を高めるため、海外留学・海外体験への支援、海外高等教
育機関と連携した取組などを通じて英語を実践的に使う機会の充実や創出に努めます。 

⑧ 国際バカロレア教育による探究的な学びの展開 
 令和５年度に一期生が入学する国際バカロレア教育（令和６年度から授業が本格的にスタート）の
展開に向け、学習環境の着実な整備を行うとともに、国際バカロレア教育の認知度向上及び機運の
醸成に向けた広報活動を進め、国際水準の教育プログラムを展開し、グローバル社会を生き抜くた
めの探究する力や挑戦する力等を身に付けた次代をリードする人材や海外の大学への進学等も選択
肢とする国際的な視野を身に付けた人材の育成、国際バカロレアによる特色ある教育成果の他校へ
の還元による探究学習等の取組の深化により、県全体の学びの質の向上につなげます。 

                                            
※4 ＳＴＥＡＭは、Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学・ものづくり）、Arts（芸術・リベラルアーツ）、Mathematics（数学）の略。 

ＳＴＥＭ（Science、Technology、Engineering、Mathematics）に加え、芸術、文化、生活、経済、法律、政治、倫理等を含めた広い範囲でArtsを定義し、各 

教科等での学習を実社会での問題発見・解決に生かしていくための教科等横断的な学習。 
※5 ＢＹＡＤは、Bring Your Assigned Deviceの略。 
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⑨ 地域に根差した魅力ある学校づくり・県立高等学校の在り方検討 
各校が取り組むべき重点事項を定め、学力向上や資格取得の促進、地域や企業等と連携した教育

活動の実施や、国際バカロレア教育による探究的な学びの展開など、教育委員会・各校・地域が連
携して全国からも注目されるような県立高等学校の魅力化や特色づくりに取り組み、生徒・保護者
が「行きたい、行かせたい」、また地域からも支援される学校づくりを進めます。 
高等学校の存在は、地域の活力を維持し持続可能な地域づくりを進めるうえでこれまで以上に大

きくなっている中、今後も続く児童生徒数の減少等を見据え、地元自治体と連携協働を図り、人づ
くり・学校づくり・地域づくりに取り組む姿を魅力として打ち出しながら、積極的に県外の生徒を
募集し、生徒が切磋琢磨し地域全体の活力を高めていけるよう、情報発信の充実、大都市圏での県
外生徒の募集活動、受入環境の整備など、県外から生徒を受け入れるための取組を推進するととも
に、教育審議会の答申を基に令和８年度以降の県立高等学校の在り方について、学校再編や統廃合
などを含め、子どもの未来を拓く特色ある学校づくりに向けた基本方針の策定を進めます。 

２ 社会全体で子どもを育み地域や家庭で学び合うふるさとキャリア教育の推進 

① ふるさとキャリア教育の推進 
ふるさと鳥取に愛着と誇りを持ち、郷土を支える人財の育成のため、「美しい星空をはじめとし

た豊かな自然に触れる機会」や「地域の大人と語り合い多様な価値観に触れる機会」を提供し、ふ
るさとの良さを感じる体験活動の充実を図るとともに、身近な大人である保護者や教員がふるさと
の優れた企業を知り、児童生徒と共有できるよう、保護者等への情報発信、企業と連携したインタ
ーンシップや地域で活躍している企業人による講話、県内修学旅行の支援等を実施し、幼児期から
高等学校までの各段階に応じたふるさとキャリア教育に取り組みます。 
さらに、小学校から高等学校までを通じたふるさとキャリア教育の学びを蓄積する「キャリア・

パスポート」を活用し、ふるさとキャリア教育の学びをつないでいくとともに、その効果的な活用
方法の研究・実践や、教員への研修など、小学校から高等学校までの系統的なふるさとキャリア教
育に取り組みます。   
また、農林水産業を学ぶ高校生の県内就業を促進するため、本県独自の「スーパー農林水産業士」

の技術認証制度を活用して長期インターシップに取り組むなど、農林水産分野における本県の将来
を支える若き担い手を育成します。 

② 校外等での学習の取組の推進 
    高等学校において、生徒の学びの深化や、コミュニケーション能力の向上を図るとともに、生徒

の社会への主体的な参画意識を向上させるため、体験的活動や専門家による直接指導など、校外を
活用した取組を進めます。 

    また、児童生徒の校外等での学習に取り組むすべての市町村や私立中学校を支援するなど、全
県的に取組を推進します。 

③ 自然体験活動等の推進 
 子どもたちの豊かな人間性や社会性及びふるさと鳥取への愛着と誇りを育むため、学校や関係
機関等と連携した青少年社会教育施設での自然体験活動、集団宿泊体験や鳥取県の美しい星空環
境を生かした体験活動など地域資源（自然、施設、人財等）を生かした取組を推進するとともに、
家庭環境等に困難を抱える子どもたちに体験格差が生じないよう、自然体験等の活動を支援しま
す。 

④ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 
 保護者や地域住民等が参画する学校運営協議会※6で話し合って承認された教育目標やビジョン
を地域と学校で共有し、目標の実現に向けて地域と学校が協働して行う活動を一体的に進められ
るよう、市町村教育委員会や公立学校等を支援します。 
 また、地域学校協働活動※7を活性化し持続可能なものとしていくため、より多くの地域住民や保
護者、ＰＴＡや子ども会などの社会教育団体、企業等の参画を得て目的を共有し、「やってよか
った」と地域も学校も思える活動を展開するとともに、活動を通じて児童生徒も地域や学校のた
めに貢献でき、自己有用感を感じられる取組となるよう、継続的な相談支援や人財育成、好事例
の情報発信等を進めます。 

                                            
※6 保護者や地域住民等が参画して学校運営等について協議する合議制の機関。学校運営協議会を設置した学校を「コミュニティ・スクール」という。 
※7 地域住民・団体等の幅広い参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相

互にパートナーとして連携・協働して行う様々 な活動。 
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⑤ 学校、家庭、地域の連携・協働の推進 
    子どもたちの健やかな成長を育むため、学校支援ボランティアの活躍や放課後子供教室等の取組

の充実に加えて、地域住民等のより一層の参画を図ります。 
また、学校、家庭、地域（個人・団体・企業）が連携・協働して子どもを育てるため、全ての

小・中学校区に地域学校協働本部を整備し地域学校協働活動を推進するとともに、「社会に開かれ
た教育課程」の実現に向け、コミュニティ・スクールの持続的、継続的な取組の充実を図ります。 

    さらに、「鳥取県家庭教育推進協力企業制度」を県内企業等に周知し、協力企業を増やすなど、
ワーク・ライフ・バランスを推進することで、社会全体で家庭教育を支援し、子育てしやすい環
境づくりを進めます。 

⑥ 家庭教育の充実 
基本的な生活習慣の確立や自己肯定感、規範意識等、子どもたちの豊かな心と体を育んでいくた

め、市町村と協力しながら、ＰＴＡや地域での保護者の交流や家庭教育支援員等による支援を行う
など、家庭における教育力の向上を促進するとともに、訪問型家庭教育支援をはじめとする「届け
る家庭教育支援」の充実を図ります。 
さらに、家庭教育アドバイザーや「とっとり子育て・親育ちプログラム」ファシリテーターの派

遣、啓発リーフレットの作成・配布など、家庭教育に関する学習機会や情報の提供、相談対応の体
制を充実するとともに、鳥取県家庭教育推進協力企業の協定締結を推進、家庭教育の充実に向けた
職場環境づくりを進めます。 

⑦ 生涯学習・社会教育の推進 
核家族化や少子高齢化、地域のつながりの希薄化等が問題となっていることから、社会教育関係

団体の教育力を活用し、家庭・地域の教育力向上や子どもたちの健全育成を図るとともに、社会教
育関係団体で活躍する人財の育成等を支援します。 
さらに、社会総がかりで子どもたちを育む地域づくり人づくりの核となる社会教育関係者の育成

と資質向上を図り、公民館など地域の学びの場を拠点とした地域のつながりや多世代間交流を深め
るとともに、地域の子どもを守り育てる地域学校協働活動において、人と人とをつなぎ、図書館・
博物館などの社会教育施設の機能も含めた生涯学習環境の充実などにより地域の教育力を高めま
す。 

⑧ 県内企業情報の確実な提供 
 Ｕターン就職を視野に入れた幅広い職業選択ができるよう、高等学校在学中の生徒や保護者等
に対し、鳥取県内の就職に関する情報及び地域との関わりを継続するための情報を提供するスマ
ートフォンアプリ「とりふる」の機能や利便性の向上を図りながら、登録を働きかけます。また、
とりふるを鳥取県とつながりを持つ高校生、大学生を中心とした若者定住に向けたプラットフォ
ームと位置づけ、オンラインや冊子など様々なツールを組み合わせて魅力ある企業情報を発信し
ます。 

３ 誰一人取り残さず、すべての人の可能性を引き出す学びの環境づくり 

① 小学校における３０人学級の推進 
国に先行して実施してきた少人数学級については、学力・学習意欲の向上、不登校や特別な支援

を必要とする児童の増加等の諸課題に対し、引き続き子どもたち一人一人に丁寧な対応を行う必要
があるため、これまでの成果を検証しながら、課題解決に向けた取組を進め、国よりさらに一歩先
行する形で本県独自の３０人学級の取組を小学校において、段階的に拡充します。 

② 主権者教育の推進 
 小・中・高等学校のそれぞれの段階において、教科における指導のほか、地方議会見学、中学生
議会や模擬投票への参加等の実践的な活動など、主権者教育の取組を推進します。 

③ 消費者教育の推進 
 成年年齢の引き下げに伴い、高校生が責任ある消費者になるとともに消費者被害に巻き込まれない
よう、消費生活センターと連携した出前講座の実施等、高等学校における金融や消費生活等に関す
る教育を推進します。 

   さらに、高校生を対象にＳＮＳ配信用の広報動画を募集するなど、高校生が自ら啓発に取り組む
機会を提供します。 

   また、現在及び将来の環境や人・社会に配慮した持続可能な社会の構築を意識した思いやり消費 
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  （エシカル消費）の実践を推進するため、具体的な行動に結びつく普及啓発に取り組みます。 

④ いじめ防止と他者理解の取組の充実 
ＳＮＳ等を活用したいじめの通報・相談システムの活用など、いじめの早期発見・未然防止の取

組を進めるとともに、「鳥取県いじめ・不登校対策連絡協議会」において、いじめ・不登校対策・暴
力行為等、諸課題の解決に向け、関係する機関・団体と連携し、事案の具体的な対策を検討し、課
題を抱える学校に対して重点的に訪問・指導助言を行います。 
そして、市町村教育委員会や各学校において、いじめ発覚の初期段階から適切な対応が行われる

ようにするため、「鳥取県いじめ対応マニュアル」を活用した研修会等を開催し、対応力の強化を図
ります。加えて、いじめに関する校内研修が充実するよう、生徒指導担当等を対象にした悉皆の研
修や、いじめに係る初動対応についての研修用の動画資料の学校教育支援サイトへの掲載を行いま
す。 
また、学校・家庭・地域が一丸となって取り組むための人権教育プログラムの普及やアンコンシ

ャスバイアス（無意識の偏見）の排除などに取り組むとともに、インターネット上の人権侵害など
現代的・社会的課題に対応した人権意識を高める教育や子ども達一人一人が「自分の大切さととも
に他の人の大切さを認めること」ができ、人権が尊重される社会づくりに向けた人権教育にも取り
組みます。 

⑤ 子どもに寄り添い安心して学べる学校体制の構築 
不登校や支援を必要とする子どもたちへの効果的な支援については、不登校の未然防止や児童生

徒理解に基づいた支援が行われるよう、教職員の対応力向上をはじめ、不登校及び生徒指導上の課
題等に対する学校全体の対応力の強化を図るため、「不登校の理解と児童生徒支援のためのガイドブ
ック『あしたも、笑顔で』」を活用した研修や学校・関係機関等が有するノウハウの共有等を行いま
す。あわせて、教室での学習や集団での生活が苦手な児童生徒に対する「校内サポート教室」やＩ
ＣＴ等を活用した自宅学習支援の取組のほか、安心して過ごせる居場所の確保など、子どもの自己
肯定感を醸成する取組などを進めるとともに、保護者向け等の相談窓口を設置するなどの支援を行
います。 
さらに、高等学校不登校生徒、中学校卒業者及び高等学校中途退学者で進学や就労していない者

の学校復帰や就労等を促進するため、教育支援センターにおいて、市町村や医療、福祉、就労等の
関係機関と連携しながら、アウトリーチ（訪問）型も含めた支援を行うとともに、中学校卒業時や
高等学校等中途退学時に進路が決まっていない者については、保護者の同意の下、市町村と情報共
有化を図り、切れ目のない支援が行き届く体制を構築します。 

⑥ 子どもが成長する安全・安心な居場所づくりと多様な学びの機会の確保 
 低所得世帯やひとり親家庭など困難な家庭環境にある子どもたちが、地域の大人や友達と一緒に
食事や勉強をしたり、学習支援や進路支援を通じて自己肯定感を高めたりすることのできる子ども
の居場所づくりを支援します。 
さらに、家庭での学習が困難であったり、学習が遅れがちな中学生等に対して、地域未来塾など

学習環境を整備する市町村を支援します。 
また、「フリースクール」への運営費支援や市町村と連携して取り組むフリースクール等に通う児

童生徒の通所費用や交通費等の支援、不登校等の児童生徒に対する多様な学びの場の確保に向けた
取組を進めます。 

⑦ 複雑な背景のある子どもたちへの相談支援 
スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの配置を進め、「教育相談体制充実のた

めの手引き」に基づき、教職員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等との連携
による学校における教育相談体制のさらなる充実に取り組むとともに、居場所づくりや学習支援を
推進します。 
また、小・中学校における日本語指導の支援者や母語支援員の活用による指導体制の強化、多言

語翻訳システム等ＩＣＴを活用した支援の充実など、外国人児童生徒等に対する日本語指導を含む
教育の充実を図ります。 
児童虐待については、「虐待対応マニュアル」を活用し、学校における対応力の強化を図るととも

に、育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭等を訪問支援員が訪問し、育児支援等を行うこ
とにより、虐待防止を図ります。 
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⑧ ヤングケアラーに対する理解と支援体制の強化 
家族の介護や世話をすることで自らの成長や教育に影響を及ぼしているヤングケアラーについて

は、その存在に早く気付き支援するため、全ての小学生・中学生・高校生にリーフレットを配布す
るなど、啓発に努めるとともに、ヤングケアラー元当事者による出前授業を行い、ヤングケアラー
に対する理解促進や支援策の周知を図ります。 
また、各学校において、児童生徒が相談しやすい体制を整え、スクールソーシャルワーカー等と

連携して適切な支援機関につなげるとともに、ＳＮＳによる相談対応やオンラインサロンの開催、
ＳＮＳ上に集いの場を提供するなど、ヤングケアラーを孤立させない取組を行います。   
さらに、教員等を対象にした研修会を開催し、ヤングケアラーの支援・対応力向上に取り組みま

す。 

⑨ 県立夜間中学の展開 
様々な理由により義務教育の機会を十分に得られなかった人に対して、学びの機会を提供するた

め、令和６年４月の県立夜間中学開校に向けて、広く説明会や体験授業の場を設け、入学者を募集す
るとともに、世代や国籍等を超えて自分らしい学びを実感できる学びの場として生徒の可能性を引き
出せるよう、ふさわしい学習環境を整えます。 

⑩ 地域と連携した学校の安全教育と防災力強化の推進 
登下校時や校内における事件や事故等から児童生徒を守るため、児童生徒への防犯教室、避難訓

練及び教職員への研修会のほか、家庭、地域及び関係機関との連携による通学路見守り体制の強化
や危険箇所の点検をはじめとした地域ぐるみの安全対策を促進し、学校の危機管理体制の強化を図
るとともに、児童生徒への安全教育の充実を図り、交通ルールを守る規範意識をはじめ、自分で自
分の命を守るために周囲の状況に応じて危険を予測し適切に判断する力を身に付けていくような取
組を推進します。特に高等学校の自転車通学生のヘルメット着用の徹底に努めます。 
また、鳥取県中部地震や全国で多発する自然災害等の教訓を生かし、地域の災害リスクを踏まえ

た実践的な避難訓練の実施や児童生徒が地域の一員として行動できるよう学校における防災教育の
より一層の充実を図ります。 
さらに、地域の避難所となる学校施設について、避難者の受入機能の充実強化にも資するよう、

老朽施設の整備やトイレの洋式化・多目的化等の環境改善を図るとともに、学校と地域が連携した
避難訓練、外部講師による防災教室など、地域や市町村と連携した取組を進めます。 

⑪ 安全安心で環境に配慮した学校施設整備の推進 
学校施設の耐久性、機能・性能の向上を図る長寿命化計画に基づき適時、適切に改修を行うとと

もに、省エネ化、ＺＥＢ※8化など、ＳＤＧｓや脱炭素社会の実現に向けた持続可能な環境整備を推進
します。 
併せて、児童生徒が授業に集中し、学校生活を快適に過ごせるようにするため、空調設備の更新

やトイレの洋式化を進めます。 
また、私立中学校・高等学校における老朽化施設設備の大規模修繕等の取組を支援します。 

⑫ 電子メディア機器との適切な接し方の教育啓発の推進 
社会のデジタル化が急速に進み、誰もがＩＣＴを使いこなすことが求められるようになったこと

から、子どもたちがインターネットを安全により良く使うことができるよう、関係機関と連携して、

インターネットとの適切な付き合い方を学べる講座を開催したり、電子メディアとの付き合いを子

ども・保護者・学校で学べる教材を作成、配布するなどの教育啓発を図ります。 

また、幼稚園や保育所、地域で開催される学習会等へケータイ・インターネット教育推進員の派

遣を行うなど、電子メディア機器への接触による影響を保護者が理解し、望ましい子育てや家庭教

育を推進するための取組を行います。 

併せて、情報モラル、メディアリテラシー、デジタルシティズンシップ等の指導ができる民間の

専門人材（デジタル・シティズンシップエデュケーター）を学校へ派遣し、インターネットトラブ

ルを未然に防ぐため、児童生徒への授業と教職員研修・保護者研修を行います。 
さらには、子どもの自画撮りをはじめとするＳＮＳ等に起因する犯罪の被害者にも加害者にもさ

せない、有害図書類・玩具刃物類のネット販売を利用させない等、青少年健全育成条例を踏まえた
啓発を行います。 

                                            
※8 ＺＥＢは、Net Zero Energy Buildingの略。快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物

のこと。 
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⑬ 学校における働き方改革 
教職員が一人一人の児童生徒の指導に専念できる環境を整えるため、労働関係法令に加え、公立

学校に関する「教職員の勤務時間の上限に関する方針」の遵守に向けた取組を推進するとともに、
会議運営の効率化や校務分掌の再編などの各学校における新学校業務カイゼンプランの実施と、教
員業務支援員や部活動指導員の増員、教科担任制の導入、学校及び教員が担う業務の明確化、部活
動休養日の適切な設定、教育ＤＸの推進、ＡＩ採点システムの導入など効果的なＩＣＴ活用の推進
や校務支援システムの活用等により、教職員の多忙解消と負担軽減に向けた取組を推進します。 
部活動については、中学校における休日の部活動を段階的に地域へ移行することにより、教職員

が休日の部活動の指導に携わる必要が無い環境整備を、市町村と連携を図りながら推進します。 
加えて、教職員一人一人が十分に能力を発揮し、職務を果たすことができるように、メンタルヘ

ルスケアなど、教職員の心身の健康保持増進に向けて取組み、働きやすい職場環境づくりを進めま
す。 
また、私立中学校・高等学校における教員の負担軽減のため、多様な専門スタッフや外部人材の

活用等を支援します。 

４ 一人一人に寄り添い多様なニーズに対応した特別支援教育の充実 

① 障がいのある幼児児童生徒への支援体制の充実 
障がいのある幼児児童生徒への就学前から就労に至るまで切れ目ない教育を推進するとともに、

本人・保護者の意見を尊重し、一人一人の状態、本人の教育的ニーズ、学校と就労、福祉等の関係
機関との連携を深め、適切な相談支援、発達支援、就労支援を行うなど支援体制の充実を図ります。 
また、作業療法士や理学療法士などの外部専門家を配置することにより、特別支援学校の専門性

を強化するなど、地域の特別支援教育拠点としての役割の充実を図ります。 
なお、重複障がい学級の増加等に対応した教室確保、施設設備の老朽化、遠隔地在住、医療的ケ

ア児等の通学困難な児童生徒等に対する通学支援体制を含む支援体制等、各学校の課題に対応した
効率的な特別支援教育の在り方について検討を進めます。 
加えて、きこえない・きこえにくい子とその家族に必要な情報を提供し、相談の窓口となるとと

もに、関係機関の専門性を生かした支援機能を結び付けるため、「きこえない・きこえにくい子ど
ものサポートセンター」を中核とした切れ目のない支援を行います。 

② 特別支援学校生徒の職場定着の推進 
 卒業生の職場定着を推進するため、特別支援学校に就労・定着支援員を配置し、企業、労働及び
福祉等の関係機関と連携しながら、就労移行支援や就職後のフォローアップを強化します。 

③ ＩＣＴを活用した多様な学びの充実 
児童・生徒一人一人が障がい特性に応じたＩＣＴ活用によって教科等の学習効果を高め、社会的

障壁を軽減できるよう、eラーニングによる学習機会を提供し、個別最適な学びの充実を図るとと
もに、肢体不自由及び病弱の児童生徒がeスポーツの楽しさを体験し、自立と社会参加につながる
体験の場を創造するほか、病気療養児の学習保障と円滑な学校復帰を進めるため、ＩＣＴ機器やロ
ボットを活用した遠隔教育に取り組みます。 
また、特別支援学校におけるＩＣＴ活用の充実を図るための授業づくりや教材作成を支援するＩ

ＣＴ支援員の育成や、障がいの状態に応じた効果的なＩＣＴ学習方法の実践研究を通じて児童生徒
の可能性を引き出し、ＩＣＴを活用した多様な学びを充実します。 

④ 医療的ケア実施体制の充実 
学校看護師を対象に、経験等を踏まえた段階的な研修会の実施や、学校看護師を統轄する常勤看

護師の配置を推進するとともに、学校看護師や教員に対する研修を実施することにより、看護師と
教員が協働した医療的ケア実施体制の充実を図ります。 
また、医療的ケア児とその家族が地域で安心して暮らせるように、医療的ケア児等支援センター

と連携した、医療的ケア児・保護者が希望する教育の場で学習できるよう教育体制の充実に取り組
みます。 

⑤ 発達障がいのある又は可能性のある幼児児童生徒への支援の充実 
増加する発達障がいのある又は可能性のある幼児児童生徒に対応するため、校内支援体制の充実

を図るとともにＬＤ等専門員や通級指導教室担当者の養成、発達障がい教育拠点のコーディネータ
ーやＬＤ等専門員による教育相談の実施など、早期から一人一人に応じた指導・支援の充実を図り
ます。 
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また、高等学校における通級指導教室の設置や特別支援教育コーディネーターの配置とともに、

小・中学校における通級指導教室や発達障がい教育拠点との連携を強化し、通級指導体制の構築と
さらなる充実に取り組みます。 

⑥ 教職員の専門性向上及び障がいのある幼児児童生徒の理解・啓発 

    全ての教職員において、障がいの特性等に関する理解と指導方法を工夫できる力や、個別の教育

支援計画・個別の指導計画等の特別支援教育に関する基礎的な知識、合理的配慮に対する理解等の

専門性の向上を図ります。 

また、保護者、地域の方への広報活動や研修等を通じて、特別支援教育や障がいのある幼児児童
生徒の理解、啓発を図るほか、本県からスタートした「あいサポート運動」の“障がいを知り共に
生きる”理念を未来の担い手である子どもたちに伝え実践につなげます。 

⑦ 手話教育の推進 
教職員の手話技術の向上に取り組むほか、手話普及コーディネーターを配置して手話普及支援員

を学校に派遣するなど、学校におけるろう者及び手話への理解が深まるよう環境整備を推進すると
ともに、手話に関する科目の設定、手話学習教材の活用など、手話を学ぶ機会の拡大にも取り組み
ます。 
また、大学に手話研修派遣した教員等が中心となって、教職員の手話技術の向上、専門性の深化

を図ります。 

５ 健やかな心と体の育成、スポーツ・文化芸術の振興 

① 子どもの基本的な生活習慣の確立 
学校と家庭が連携した食育の取組を推進するとともに、十分な睡眠や食事、規則正しい生活リズ

ムなど、望ましい生活習慣の確立に取り組みます。 
また、学校、家庭、地域及び関係機関と連携し、性に関する指導、がん教育、薬物乱用防止教育、

新型コロナウイルス感染症を含む感染症予防に関する教育などの健康教育の充実を図ります。 

② 運動遊びや体育学習、スポーツに親しむ機会の充実 
幼年期から楽しく体を動かす機会を確保することで、運動（遊び）が日常的に定着し、習慣化さ

れることを目指して、チームで順位を競い合うなど子どもたちの運動意欲を引き出し、体力向上を
図るため、体育学習や放課後等に保護者や地域人材を活用した運動遊び等の運動機会の確保・充実
に取り組みます。 
さらに、障がい者スポーツ拠点による支援体制を活かしたスポーツ教室の開催や障がい者スポー

ツを支える人材育成を進める等、障がいの有無に関わらず誰もがスポーツに参加でき、楽しめる環
境づくりを推進します。 
また、柔軟性向上のエクササイズの普及や、体育担当教員向けの研修会等を通じて、発達段階に

応じた授業の改善や指導力向上を図ります。 

③ 中学校部活動の地域移行を見据えたスポーツ・文化活動の充実 
休日における中学校の部活動について、学校単位から地域単位へ移行することを見据え、将来

にわたり子どもたちのスポーツ・文化芸術活動の機会を確保するため、コーディネーターの配置
やモデル事業による地域移行に係る実践研究の実施、複数校の生徒が拠点校の部活動に参加する
合同部活動等の取組や広域的な指導者配置支援等の体制を整備し、活動の充実を図ります。 
 また、高等学校及び中学校の運動部活動への専門的指導者（運動部活動外部指導者）の派遣に
よる部活動指導体制の充実を進めるとともに、指導者向け研修会等を通じた、効率的・効果的な
練習方法の工夫や、競技団体等との連携等を図ります。 

④ トップアスリートの育成 
ジュニア期からの一貫指導体制の一層の充実やタレント発掘及び選手強化、トップアスリート

と子どもたちが触れ合う機会の創出に取り組むなど、世界や全国で活躍する選手を育成するとと
もに、国内外トップチームのキャンプ招致などに取り組みます。 
併せて、競技指導体制の充実を図るため、選手の指導にあたっている優秀な指導者について、

選手指導等に専念できる体制を整えます。 
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⑤ 文化芸術に触れ、活動に親しむ機会の充実 
文化部活動の充実、本物の舞台・上質な演劇公演に触れる機会の提供、演劇表現ワークショップ

の開催など、子どもたちの創造性を育む取組を進めるとともに、令和７年度に本県で開催する近畿
高等学校総合文化祭の準備に着手します。 
また、特別支援学校の独自性を生かした文化芸術活動を推進するとともに、学校の文化芸術活動

向上のための研修や健常者と障がいのある人との交流及び共同学習に取り組むほか、障がいのある
人の優れたアート作品をデジタルアーカイブとして整理し、いつでも、どこでも、誰でも障がい者
アートを鑑賞することができる「鳥取県立バリアフリー美術館」の充実を図るとともに、文化芸術
の情報アクセシビリティの向上を図ります。 

  

 ⑥ 文化財や伝統文化と接する機会の創出 
    妻木晩田遺跡や青谷上寺地遺跡をはじめとした弥生文化の遺構・遺物に恵まれている本県の特長

を活かし、古代体験等の体験学習講座を充実することで、いにしえの人々の暮らしを知る機会創出
を図ります。 

    また、祭り、行事などを地域で伝承していく活動の支援や無形文化財保持者の指導による伝統
工芸の体験等を通じ、文化財の活用や伝承を図ります。 

 

⑦ 「県民立」の美術館づくり 
令和７年春に開館予定の県立美術館について、ＰＦＩ手法により着実に整備及び開館準備業務を

進めるとともに、開館まで残り２年を見据え、美術館に興味関心を抱いていただくため、広報展開
を強力に進め、その魅力を県内全域に届け、来館に繋げる仕掛けづくりを戦略的に実施し、県民や
地域、文化芸術に係る団体等と連携した美術館づくりを進めます。 
また、県内のどこに住んでいても美術館サービスが享受できるよう、美術館等が連携した共同企

画展や学校等身近なところでも文化芸術に親しめる環境づくりに取り組みます。 
 

⑧ 「アートを通じた学び」の提供 
県立美術館を核として、学校教育との連携に重点を置きながら、幅広い年代や障がいのある方へ

の学びへの支援、地域住民や県内外の専門家等との協同による取組も視野に入れて、美術ラーニン
グセンター機能「アート・ラーニング・ラボ（Ａ.Ｌ.Ｌ）」を稼働させます。Ａ.Ｌ.Ｌでは、子ど
もたちがアートに出会う機会を創出し、対話型鑑賞プログラムやワークショップ「アーティストと
作ろう」など「アートを通じた学び」を提供する方法等を実践的に研究・蓄積していきます。 
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